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電力システム改革、再エネの増加で
大規模電源の採算性が悪化
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価格

出典：電力システム改革貫徹のための政策小委員会資料に加筆

価格



電力システム改革と電力自由化

3

「電力システム改革専門委員会報告書」
2013年2月

電力広域的運営推進機関

2015年4月 電力広域的運営推進機関設立

2012年2月 電力システム改革の検討開始

2013年4月 閣議決定

2016年4月 小売全面自由化

2020年 送配電部門の法的分離2016～2017年
電力システム改革貫徹のための
政策小委員会による議論
• 託送料金で廃炉費用、福島第一事故

賠償費用を回収するしくみ導入
• 容量市場、ベースロード市場、

非化石価値市場の導入

2024～2026年
電力システム改革の検証と
それを受けた「見直し」
• 大規模脱炭素電源の維持、促進

変動性再エネの増加により採算性の悪化する「大規模電源」
（火力・原子力）の救済政策

http://www.occto.or.jp/index.html


2025年12月25日パブコメ資料「電力システム改革の検証を踏まえた制度設計WGとりまとめ（案）」より

大規模電源の維持
大規模「脱炭素」
電源の維持や新設



2025年12月25日パブコメ資料「電力システム改革の検証を踏まえた制度設計WGとりまとめ（案）」より

既存の
容量市場や長期脱炭素
電源オークションは、
契約金の受け取りは
発電開始後から。
建設中の資金手当てが
必要とされた。



「新たな融資制度案」の経緯

• 2024年 電力システム改革の検証

• 2024年秋 原子力小委員会にて、原発新設に向けた支援措置の必要性について議論
RABモデルなどが例示される

• 2025年2月 第7次エネルギー基本計画
原発新規建設に向けてファイナンス支援の必要性を明記

• 2025年5月～ 電力システム改革の検証を踏まえた制度設計議論スタート「次世代電
力・ガス事業基盤構築小委員会」

• 2025年11月 基盤構築小委の下のWGで具体的融資制度案提示

• 2025年12月 WGとりまとめ（案）、小委員会中間整理（案）がパブコメにかかる

• 2026年1月 パブコメ終了前の省庁間協議開始が発覚

• 2026年3月 パブコメ結果公表、電気事業法改正案が閣議決定
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2025年12月25日パブコメ資料「電力システム改革の検証を踏まえた制度設計WGとりまとめ（案）」に加筆

広域系統整備

大規模電源の
整備・更新

広域電力取引

の値差収益
を国庫納付
（エネルギー
特別会計）

電気事業法
改正案に記載なし

「貸付」の
原資は３つ

合計10万kW以
上の電源を持
つ事業者

融資の
財源として
「補助」

規模について
法案に具体的
な閾値なし、
省令で指定

電気事業法
改正案に記載なし

エネルギー特別会計に入るということは、
今後電源立地対策にも使われる可能性





値差収益について、概要では
大規模送電線整備の項目に書かれているが、法案
では大規模電源整備にも使える表現となっている

「財政投融資等の活用」は、
大規模送電線整備と、大規模電源整備の両方に
法案には記載なし





法案の問題点（融資関係の部分）

• 審議会資料では「50万kW以上、投資期間10年以上」が対象目安
とあったが、法案には記載なし。

• 電力取引の値差収益がエネルギー特別会計に入れられ、系統整
備のための貸付に「補助」される。これが大規模電源の整備・
更新にも適用される。「補助」の財源はこれだけなのか？

• 「法律案概要」資料で、貸付の原資として「財政投融資等」と
あるが、法案には記載なし。

• 広域機関が財政投融資を受ける機関に変更される。

• 「一般送配電事業者から 拠出金等」について法案に記載なし。

貸し倒れリスクがあり、国庫資金もしくは一般送配電事業者を通
じてすべての消費者がそのリスクを負担するしくみ



オンライン署名

原発新設で電気代が上がる?!
国民負担の新融資制度案に反対します

原発の新規建設費用はすでに数兆円。
さら上昇の可能性もあります。

新しい原発優遇の融資制度案は、原発新設を
国の借金や消費者の電気代で支えるものです。
発電事業者や投資家が負うべきコストやリス
クを消費者に広く負わせるものであり、許さ
れません。

私たちは導入に強く反対します。 Change.orgにて「原発新設」で検索



大規模電源支援と消費者負担

• 容量市場は、大規模
電源を調達しない新
電力からも維持費用
を回収するしくみ

• 長期脱炭素電源オー
クションは、それを
応用し、大規模電源
の新設や改修を支援
するもの
（LNG火力や既設原発改
修などが落札）

• 原子力新設は、それ
でも民間の投資促進
が困難
→国が融資を行う新
制度導入へ

消費者負担
の増加



電力システム改革とエネルギー政策
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発電・送配電・小売

垂直統合

地域独占

総括原価
方式

原発前提

分社化

電力自由化

価格競争

再エネ増
原発・火発は
経済性低下

2016年～現在

原発「事業環境整備」
廃炉費用等の託送料金回収

容量市場
長期脱炭素電源オークション

新たな融資制度案

2012年～2013年

電力システム改革
再エネ促進政策

従来 改革後




	スライド 1: 原発への新たな融資制度案 とは？！
	スライド 2: 電力システム改革、再エネの増加で 大規模電源の採算性が悪化
	スライド 3: 電力システム改革と電力自由化
	スライド 4
	スライド 5
	スライド 6: 「新たな融資制度案」の経緯
	スライド 7
	スライド 8
	スライド 9
	スライド 10
	スライド 11
	スライド 12
	スライド 13
	スライド 14
	スライド 15: 法案の問題点（融資関係の部分）
	スライド 16: オンライン署名✍ 原発新設で電気代が上がる?! 国民負担の新融資制度案に反対します
	スライド 17: 大規模電源支援と消費者負担
	スライド 18: 電力システム改革とエネルギー政策
	スライド 19

